【補助金交付申請書（様式第1）中の別紙１補助用紙】
補助事業申請者に関する確認事項調書
【申請者が経営する事業についての確認事項】
	申請者が経営する事業の別
	該当するものに○をする。

	①　自動車リース事業者
	

	②　自動車リース事業者以外
	（業種名※：　　　　　　　　　　　）


　　※（例）建設業、産業用機械器具賃貸業、廃棄物処理業、製造業、倉庫業　等の産業分類を記入のこと。
【補助事業における利益等排除についての確認事項】
	補助対象自動車の調達先予定事業者
	該当するものに○をする。

	①　補助事業者自身（補助事業者の自社調達）
	

	②　１００％同一の資本に属するグループ企業
	

	③　補助事業者の関係会社（上記②を除く）
	

	④　上記①～③以外
	


　　※リース事業の場合は、使用予定事業者と調達先事業者の関係についても（○）書きで書き加えること。
【補助事業申請における提出書類一覧及びチェック表】
添付されているものは申請者確認欄にレ点、添付しないものは－を記入すること。
	添付書類
	申請者確認欄

	
	自動車リース事業者の場合
	自動車リース事業者以外の場合

	要望書（公募要領様式）
	
	

	特殊自動車における低炭素化促進事業　実施計画書（交付要綱様式第１別紙１）
※申請者が自動車リース事業者にあっては、使用予定事業者の事業計画について、使用予定事業者毎に作成・提出すること。
	
	

	補助事業申請者に関する確認事項調書（実施要領様式）
	
	

	経費内訳（交付要綱様式第1別紙２）
	
	

	補助対象車の使用予定事業者に関する確認事項調書（実施要領様式）
	
	

	補助対象となるハイブリッドオフロード車等の車両本体価格がわかる見積書等の写し
	
	

	比較対象となる通常型オフロード車の車両本体価格がわかる見積書等の写し
	
	

	自動車賃貸契約書(案) の写し
※実績報告時は正式な自動車賃貸契約書の写しを提出すること。
	
	

	貸与料金算定根拠明細書（公募要領様式）
	
	

	「地球温暖化対策事業効果算定ガイドブック＜初版＞（平成24年7月環境省地球環境局）」において使用するエクセルファイル（「ハード対策事業計算ファイル」）
	
	

	その他参考資料（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
	
	


